
 

 政 策 Ⅰ－１－(1)－⑤  

 

１．政策及び目標等 

政 策 資本増強行の経営の健全化及び金融機能強化法の適切な運用 

達成すべき目標

資本増強行の経営の健全化が図られること 

「納税者の利益」の立場により重きを置いた公的資金の管理が図

られること 

金融機能の強化が図られること 

目標設定の考え

方及びその根拠

公的資本増強による金融機能の早期健全化により金融システムの

再構築と経済の活性化に資するため、資本増強行の経営の健全化

が図られる必要がある。 

地域経済の活性化、信用秩序の維持及び国民経済の健全な発展に

資するため、合併等をはじめとする経営改革を行う金融機関に対

して、申請に基づき国が資本参加し、適切なフォローアップを行

うことにより、金融機能の強化が図られる必要がある。 

測定指標 

資本増強行の経営の健全化の状況 

・経営健全化計画の履行状況 

・公的資金の返済状況 

金融機能の強化の状況 

・経営強化計画の履行状況 

 

２．17 年度重点施策等 

17 年度 

重点施策 

① 経営健全化計画のフォローアップ 

② 金融機能強化法の適切な運用 

参考指標 

① 経営健全化計画の履行状況 

① 公的資金の返済状況 

② 金融機関等への資本参加の状況 

② 経営強化計画の履行状況の公表・フォローアップ等の状況 

 

３．政策の内容 

  早期健全化法に基づく公的資本増強による金融機能の早期健全化により金融シス

テムの再構築と経済の活性化に資するためには、資本増強行の経営の健全化が図られ

る必要があることから、資本増強行が策定する経営健全化計画のフォローアップ等を

適切に行っていくこととしています。 

また、金融機能強化法に基づく公的資金制度により地域経済の活性化、信用秩序の

維持及び国民経済の健全な発展に資するためには、合併等をはじめとする経営改革を



 

行う金融機関に対して、申請に基づき国が資本参加すること等により金融機能の強化

が図られる必要があることから、申請があった場合には、適正な審査を行うとともに、

金融機関が策定する経営強化計画のフォローアップ等を適切に行っていくこととし

ています。 

 

４．現状分析及び外部要因 

  我が国の経済情勢については、企業収益が改善し設備投資が増加するなど、景気は

回復しています。企業の業況判断については、一部に慎重さがみられるものの、緩や

かに改善しています。先行きについては、企業部門の好調さが家計部門へ波及してお

り、景気回復は続くことが見込まれるといった状況です。このような経済情勢の中、

資本増強行においては、健全性が向上し、また、民間からの資本調達も概ね可能にな

る等、経営健全化計画のフォローアップは引き続き求められるものの、総じて見れば

所期の目的を達しつつある状況となってきています。こうした資本増強行を巡る局面

の変化に応じ、国の役割に関しても、資本増強行の経営の健全性の維持や市場への悪

影響の回避を前提としつつ、従来以上に、「納税者の利益」の立場により重きを置い

た公的資金（優先株式等）の管理が求められるようになってきています。 

 

５．事務運営についての報告及び評価 

（１）事務運営についての報告 

① 資本増強行の経営健全化計画のフォローアップ 

ア．資本増強行に対して経営健全化計画の履行状況につき報告を求め、平成 17

年３月期については同年８月に、17 年９月期については同年 12 月にその内容

を公表しました※1。 

イ．17 年７月、17 年３月期に当期利益が経営健全化計画対比で大幅に下振れた

２先に対して、収益改善のための方策を織り込んだ業務改善計画の提出・実施

等を内容とする業務改善命令を発出しました。 

  また、同月、16 年７月に命令を受けたにも拘らず、17 年３月期の当期利益

が経営健全化計画対比で大幅に下振れるなど、なお経営の改善が見られない１

先に対して、責任ある経営体制の確立、収益改善のための方策を織り込んだ業

務改善計画の提出･実施等を内容とする業務改善命令を発出しました。 

ウ．17 年 10 月、公的資金の返済について、「納税者の利益」の立場により重きを

置いた公的資金の管理を図る観点から、「公的資金（優先株式等）の処分の考

え方について」を公表しました※2。 

  ② 金融機能強化法の適切な運用 

                                                  
※1 http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20050812-4.html 

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20051227-5.html 
※2 http://www.fsa.go.jp/news/newsj/17/ginkou/f-20051028-6.html 



 

株式等の引受け等に係る申込みがあった場合は、法令に基づき適正に審査し、

資本参加を行うこととした場合には、提出された経営強化計画の公表及び計画の

履行状況の定期的な公表を行うなど適切な運用を図っていくこととしています。 

 

（２）評価 

  ① 資本増強行の経営の健全化の状況 

   ア．経営健全化計画の履行状況 

早期健全化法に基づき資本増強が行われた金融機関の経営健全化計画の履行

状況については、各金融機関からの報告を取りまとめて半期毎に公表しており、

パブリック・プレッシャーによる自己規正を図ることとしています。また、計

画未達の金融機関について、報告徴求、業務改善命令といった監督上の措置を

講じることとしています。報告徴求では、収益等が計画を下回ったことを踏ま

えて、更なるリストラ策等の代替措置を求め、これを受けた金融機関において

は、収益改善に向けた措置を策定・実施しています。また、業務改善命令では、

収益改善策を含む業務改善計画の提出・実施等を求め、これを受けた金融機関

においては、収益強化策や経費削減策を含む業務改善計画を策定し、その四半

期毎の実施状況を報告しています。こうした枠組みの下で、資本増強を受けた

金融機関の経営健全化が促されているものと考えています。 

イ．公的資金の返済状況 

17 事務年度においては、資本増強行のうち、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ、もみじホールディングス、熊本ファミリー銀行、八千代銀行及び和歌

山銀行については、合わせて 1兆 4,970 億円の優先株式の処分が行われ、公的

資金が完済されました。また、みずほフィナンシャルグループ、三井住友フィ

ナンシャルグループについては、合わせて１兆 704 億円の優先株式の処分が、

旧ＵＦＪホールディングス、りそなホールディングス、ほくほくフィナンシャ

ルグループ及びもみじホールディングスについては、合わせて 3,400 億円の劣

後債・劣後ローンの期限前償還・期限前弁済（いわゆる「コールオプション行

使」）が行われました。 

この結果、旧安定化法及び早期健全化法に基づく資本増強額（約 10.4 兆円）

の 18 年６月末の残高は約 4.0 兆円となっています。また、これまでの実際の

返済金額は、資本増強行の株価の上昇から、当初の資本増強額である約 6.3 兆

円を約 7,800 億円上回るものとなっており、「納税者の利益」に資するものと

なっています。 

こうした動きは、資本増強行の経営健全化計画に対する当局の適切なフォロ

ーアップ等により、各行の経営健全化が進展したことを反映したものであると

考えています。 
 



 

② 金融機能強化法の適切な運用 

    17 事務年度は、金融機能強化法に基づく資本参加の事例はありませんでした。 

 

６．今後の課題 

（１）より強固な金融システムの構築のために、早期健全化法に基づき公的資金による   

資本増強を受けた金融機関の経営のより一層の健全性の確保及び「納税者の利益」

の立場により重きを置いた公的資金の管理を図るため、引き続き適切な対応に努め

ていく必要があります。 

 

（２）金融機能強化法に基づく株式等の引受け等に係る申込みがあった場合は、法令に

基づき適正に審査し、資本参加を行うこととした場合には、提出された経営強化計

画の公表及び計画の履行状況の定期的な公表を行うなど適切な運用を図っていく

必要があります。 

このため、19 年度において、所要の政府保証枠等の予算要求を行う必要がありま     

す。 

 
７．当該政策に係る端的な結論 

政策の達成に向けて成果が上がっており、今後もこれまでの取組みを進めていく必

要があります。 

 

８．学識経験を有する者の知見の活用 

  政策評価に関する有識者会議 

 

９．注記（政策効果の把握方法又は評価に使用した資料等） 

〔政策効果把握方法〕 

政策効果は、下記に掲げる資料を参考にしつつ、把握に努めました。 

 

〔使用資料等〕 

・経営の健全化のための計画の履行状況に関する報告書 等 

 

１０．担当部局 

   監督局総務課信用機構対応室、監督局総務課、監督局総務課協同組織金融室、監

督局銀行第１課、監督局銀行第２課 


